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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．関連会社については、損益等からみて重要性が乏しいため、持分法を適用した場合の投資損益を算出してお

りません。  

３．第86期第１四半期累計期間、第87期第１四半期累計期間、第86期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)

純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

 当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また主要な関係会社における異動もありません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第86期 

第１四半期 
累計期間 

第87期 
第１四半期 
累計期間 

第86期 

会計期間 

自平成24年 
４月１日 

至平成24年 
６月30日 

自平成25年 
４月１日 

至平成25年 
６月30日 

自平成24年 
４月１日 

至平成25年 
３月31日 

売上高（千円）  2,357,301  2,372,936  9,580,810

経常利益（千円）  4,719  6,418  57,500

四半期(当期)純利益（千円）  3,829  1,244  45,754

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  1,920,000  1,920,000  1,920,000

発行済株式総数（株）  38,400,000  38,400,000  38,400,000

純資産額（千円）  2,246,437  2,259,632  2,297,697

総資産額（千円）  7,646,913  7,626,121  7,567,495

１株当たり四半期(当期)純利益金

額（円） 
 0.10  0.03  1.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  1

自己資本比率（％）  29.4  29.6  30.4

２【事業の内容】
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 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

    

  
(1）業績の状況 

 当第１四半期累計期間における我が国経済は、新政権発足後の経済政策および金融緩和政策などにより、円安・株

高が進行し、緩やかな回復傾向にあるものの、世界経済においては欧州経済の停滞や中国など新興国の景気後退の陰

りがみられ、依然として先行き不透明な状況で推移しております。 

このような経済情勢の中で、ゴム・樹脂業界におきましては、自動車分野で緩やかな回復基調にあるものの、電

気・ガス、原材料価格の上昇等もあり、厳しい状況が続きました。  

 当第１四半期累計期間の当社は積極的な営業活動により、販売量の維持・拡大を推進した結果、売上高２,３７２

百万円(前年同期比０．７％増)、営業利益８百万円(前年同期比３．６％増)、経常利益６百万円(前年同期比３６．

０％増)、四半期純利益１百万円(前年同期比６７．５％減)となりました。 

（セグメント別の状況） 

 (ゴム事業) 

 ゴム事業全体の売上高は、成形品での減収はあったものの、ゴムコンパウンドが増収だったこともあり、前年同期

を１１百万円上回る１，４６３百万円(前年同期比０．８％増)となりました。 

＜ゴムコンパウンド＞ 

 自動車関係を中心に受注が好調に推移し、前年同期を上回る売上高となりました。 

＜シート・マット＞ 

 ゴムシートでは、土木関係が好調に推移し前年同期を上回る売上高となりましたが、ゴムマットにおいては、粉末

マット等の減販により前年同期を下回り、シート・マット全体としては前年同期並の売上高となりました。 

＜成形品＞ 

 防振ゴム関係の受注が低調だったことにより、前年同期を下回る売上高となりました。 
    
 (樹脂事業) 

 樹脂事業全体の売上高は、主に高機能樹脂コンパウンドにおいて、受注が増加したこともあり前年同期を３１百万

円上回る８８７百万円(前年同期比３．７％増)となりました。 

＜高機能樹脂コンパウンド＞ 

 自動車関係を中心に受注が好調に推移し、前年同期を上回る売上高となりました。 

＜リサイクルナイロン等＞ 

 ＥＣＸ等で若干の増収となったものの、ほぼ前年同期並の売上高となりました。 

               

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

       

(3）研究開発活動 

 当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、２９百万円であります。 

 なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

   

該当事項はありません。  

    

 該当事項はありません。 

    

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  150,000,000

計  150,000,000

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  38,400,000 38,400,000
東京証券取引所 

市場第二部 
単元株式数 1,000株 

計  38,400,000 38,400,000 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

  

平成25年４月１日～ 
平成25年６月30日 

  

 ―  38,400,000  ―  1,920,000  ―  ―
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 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、17千株(議決権17個)含まれ

ております。 

２．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式813株が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権2個)あります。

 なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含めております。 

  

該当事項はありません。  

  

  

  

  

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式    16,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  38,313,000  38,313 ― 

単元未満株式 普通株式    71,000 ― ― 

発行済株式総数 38,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ―  38,313 ― 

  平成25年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

日東化工株式会社 高座郡寒川町一之宮6-1-3 16,000 ―  16,000  0.0

計 ― 16,000 ―  16,000  0.0

２【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成25年４月１日から平成25年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準        ％ 

売上高基準       ％ 

利益基準       ％ 

利益剰余金基準     ％ 

※ 会社間項目の消去後の数値により算出しております。また利益基準は一時的な要因によるものであります。 

  

第４【経理の状況】

0.6

0.8

20.9

0.4
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 484,213 454,687

受取手形及び売掛金 2,650,542 2,664,889

商品及び製品 442,067 538,700

仕掛品 155,849 177,991

原材料及び貯蔵品 294,555 281,423

その他 221,929 170,194

貸倒引当金 △1,300 △1,300

流動資産合計 4,247,858 4,286,588

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 769,815 758,505

機械及び装置（純額） 687,768 665,152

土地 1,575,872 1,575,872

建設仮勘定 44,027 102,577

その他（純額） 78,363 76,958

有形固定資産合計 3,155,847 3,179,066

無形固定資産   

その他 5,288 3,442

無形固定資産合計 5,288 3,442

投資その他の資産   

投資有価証券 54,800 53,361

関係会社株式 31,577 31,577

関係会社出資金 56,573 56,573

その他 20,911 20,687

貸倒引当金 △5,361 △5,174

投資その他の資産合計 158,501 157,024

固定資産合計 3,319,636 3,339,533

資産合計 7,567,495 7,626,121

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,174,536 2,266,062

短期借入金 1,200,000 1,200,000

未払法人税等 12,936 6,900

賞与引当金 100,000 32,200

その他 394,233 483,917

流動負債合計 3,881,705 3,989,079

固定負債   

長期借入金 1,050,240 1,037,770

退職給付引当金 296,000 304,150

役員退職慰労引当金 39,650 33,800

繰延税金負債 2,201 1,689

固定負債合計 1,388,092 1,377,409

負債合計 5,269,798 5,366,489
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,920,000 1,920,000

資本剰余金 19 19

利益剰余金 375,658 338,519

自己株式 △1,957 △1,957

株主資本合計 2,293,720 2,256,581

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,976 3,050

評価・換算差額等合計 3,976 3,050

純資産合計 2,297,697 2,259,632

負債純資産合計 7,567,495 7,626,121
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

売上高 2,357,301 2,372,936

売上原価 2,121,796 2,141,503

売上総利益 235,504 231,432

販売費及び一般管理費 227,631 223,272

営業利益 7,873 8,159

営業外収益   

受取配当金 1,483 2,175

為替差益 － 806

その他 1,279 896

営業外収益合計 2,762 3,878

営業外費用   

支払利息 4,766 4,875

その他 1,149 743

営業外費用合計 5,916 5,619

経常利益 4,719 6,418

特別利益   

ゴルフ会員権売却益 1,899 －

特別利益合計 1,899 －

特別損失   

固定資産除却損 1,549 －

特別損失合計 1,549 －

税引前四半期純利益 5,070 6,418

法人税、住民税及び事業税 1,241 5,174

法人税等調整額 － －

法人税等合計 1,241 5,174

四半期純利益 3,829 1,244
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(会計上の見積の変更と区別することが困難な会計方針の変更)  

 当社は、有形固定資産の減価償却方法について、建物（建物附属設備を除く）を除き、定率法を採用していまし

たが、当第１四半期会計期間より定額法に変更しております。 

 当社を取り巻く経営環境は、平成20年度以降大きく状況が変化し、前中期経営計画（平成22年度～平成24年度）

においては、ゴム事業、樹脂事業共に製造設備の更新投資を中心とした構造改革を進める計画でしたが、東日本大

震災やタイの洪水の影響等で、やや遅れはあったものの、平成24年度から本格的に設備投資を実施いたしました。

 今回実施した設備投資に関して、平成25年度から本格稼動を開始すること、また、新中期経営計画（平成25年度

～平成27年度）においても、構造改革のための設備投資を実施していく方針であることから、有形固定資産の減価

償却方法について再度検討した結果、当社の有形固定資産は、今後、安定的に稼動する予定であり、収益面におい

ても安定的な収益が見込まれることから、より適切な費用配分を行うため有形固定資産の減価償却方法を定額法に

変更することが、経営実態をより的確に反映するものと判断いたしました。 

 この変更により、従来の方法による場合と比べ、当第１四半期累計期間の減価償却費が17,144千円減少し、営業

利益、経常利益および税引前四半期純利益は、それぞれ12,869千円増加しております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

     

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。 

    

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

配当に関する事項 

   配当金支払額 

  

 関連会社については、損益等からみて重要性が乏しいため、持分法を適用した場合の投資損益を算出しておりま

せん。 

   

該当事項はありません。 

   

【注記事項】

（会計方針の変更）

（四半期貸借対照表関係）

（四半期損益計算書関係）

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

減価償却費 千円 57,035 千円 44,283

のれんの償却額  1,500  1,500

（株主資本等関係）

(決議) 株式の種類 

配当金の 

総額 

（千円） 

配当の原資 
1株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

 平成25年６月25日

定時株主総会 
普通株式 38,383 利益剰余金 1 平成25年３月31日 平成25年６月26日

（持分法損益等）

（企業結合等関係）
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Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (注)報告セグメントの売上高の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額(49,224千円)は、事業セ

      グメントではない売上高であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

 (注)その他の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

(固定資産に係る重要な減損損失) 

 該当事項はありません。 

(のれんの金額の重要な変動) 

 当第１四半期累計期間において、重要な変動はありません。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

合計 
ゴム事業 樹脂事業 

売上高       

外部顧客への売上高  1,451,878  856,198  2,308,077

セグメント間の内部売上高又は振替高 － －  －

計  1,451,878  856,198  2,308,077

セグメント利益又は損失（△）  50,526  △19,280  31,245

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  31,245

その他の調整額(注)  △23,372

四半期損益計算書の営業利益  7,873
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Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

 (注)報告セグメントの売上高の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額(22,146千円)は、事業セ

      グメントではない売上高であります。 

  

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差

異調整に関する事項）  

 (注)その他の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。 

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項  

(減価償却方法の変更) 

 「会計方針の変更」の(会計上の見積の変更と区別することが困難な会計方針の変更)に記載のとおり、

当社は、有形固定資産の減価償却方法について、建物(建物付属設備は除く)を除き、定率法を採用してい

ましたが、当第１四半期会計期間より定額法に変更しております。 

 この変更により、従来の方法による場合と比べ、当第１四半期累計期間のセグメント利益が,ゴム事業

で7,097千円、樹脂事業で5,530千円増加しております。   

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

(固定資産に係る重要な減損損失) 

 該当事項はありません。 

(のれんの金額の重要な変動) 

 当第１四半期累計期間において、重要な変動はありません。  

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント 

合計 
ゴム事業 樹脂事業 

売上高       

外部顧客への売上高  1,463,204  887,585  2,350,789

セグメント間の内部売上高又は振替高 － －  －

計  1,463,204  887,585  2,350,789

セグメント利益  18,485  10,903  29,388

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  29,388

その他の調整額(注)  △21,229

四半期損益計算書の営業利益  8,159
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。  

      

該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 0 10 円 銭 0 3

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  3,829  1,244

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  3,829  1,244

普通株式の期中平均株式数（株）  38,383,387  38,383,187

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東化工株式
会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第８７期事業年度の第１四半期会計期間（平成２５年４月１
日から平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日まで）に係
る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
    
四半期財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日東化工株式会社の平成２５年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終
了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな
かった。 
  
強調事項 
 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は、従来、有形固定資産の減価償却方法について、建物（建物附属設備
を除く）を除き、定率法を採用していたが、当第１四半期会計期間より定額法に変更している。 
 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年８月９日

日 東 化 工 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 吉 澤  祥 次  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 入 江  秀 雄  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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